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本責鼻は教書工程表における主豪儀家内
病繚においてまとめたものである．

起業の促進と中小企業等

○最低資本金特例の利用件数

1月　3月　5月　7月　9月　11月　1月
（2003年．各月先紹末）

※311社が特例を「卒業」

○倒産件数は17ケ月連続で前年比滅
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○主要行の不良債権比率
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4年3月期　14年9月期 15年3月期　15年9月期

○国の申請・届出等手続の
オンライン化手続数

2∝11年10月　2002年9月　2003年6月　2003年度まで

○国民と行政間の申請・届出等手続きに
ついては、2003年度までにほとんど全
てオンライン化予定

・今後の対応
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これまでに236件の特区を創設

件数　○特区計画の認定数

2：：禄♂♂♂
：○地域再生のための提案：392主体、
：673構想（16年1月まで）
：→地域限定23件、全国措置118件の



経済活′生化のための改革工程表
（ポイント）

～改革の成果を地域や暮らしに～

1．産業と中小企業の活性化
1．起業の促進とベンチャー育成
2．不良債権問題の終結・強固な金融システムの構築
3．産業再生・中小企業再生支援
4．産業金融の機能強化等による中小企業等の資金

調達の円滑化

5．科学技術創造立国の実現
6．知的財産の創造・保護・活用
7．対日直接投資・貿易
8．規制改革、構造改革特区の推進、競争政策の強化

3．地域再生
9．「地域再生推進のためのプログラム」等の推進
10．建設業の新分野進出など経営革新
11．農林水産業の構造改革t活性化
12．都市再生とまちづくり
13．観光立国の推進

平成16年3月

内　閣　府

14．雇用（雇用創出等）
15．雇用（人材育成）

玉

16．IT戦略の推進
17．循環型経済社会（環境と経済の両立）
18．少子化対策の推進
19．NPOの活動促進

米本資料は、改革工程表のポイントを

内甫府においてまとめたものである


